
 

○宇城市成年後見制度利用支援事業実施要綱〔社会福祉課・高齢介護課〕 

平成２０年４月２５日 

告示第１１２号 

改正 平成２０年１２月２５日告示第１８８号 

平成３０年４月６日告示第６７号 

平成３１年２月１８日告示第１８号 

令和元年１０月２４日告示第６８号 

令和３年３月１６日告示第２４号 

令和４年３月８日告示第２２号 

令和７年３月３１日告示第４８号 

（目的） 

第１条 この告示は、成年後見制度を利用しようとする者が、後見、保佐及び補助（以

下「後見等」という。）開始等の審判の請求を行い、家庭裁判所が、成年後見人、

保佐人及び補助人（以下「後見人等」という。）を選任した後に、後見人等の報酬

の全部又は一部を助成することにより、後見人等が適切な身上監護、財産管理を行

い、成年被後見人、被保佐人及び被補助人（以下「被後見人等」という。）の生活

を守ることができるよう支援することを目的とする。 

（助成の対象者） 

第２条 宇城市成年後見制度利用支援事業（以下「事業」という。）の対象者（以下

「対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 民法（明治２９年法律第８９号）第７２５条に規定する親族を除く者が成年後

見人等に選任されている成年被後見人、被保佐人又は被補助人である者 

(2) 市内に居住し住民基本台帳に登録されている者又は介護保険法（平成９年法律

第１２３号）第１３条第１項及び第２項に基づき宇城市が介護保険の保険者とな

っている者又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第１９条第３項に基づき宇城市が支給決定を行う

こととされている者 

(3) 収入等の状況が次のいずれかに該当する者 

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護者 

イ 後見人等に報酬を支払うことで生活保護法の被保護者となる者 

ウ その他特に市長が必要と認める者 

（助成金の額） 

第３条 助成対象費用は、後見人等の報酬の全部又は一部とする。ただし、市が助成

する金額は、家庭裁判所が決定した報酬額の範囲内で対象者の生活の場が在宅にあ

っては月額２万８，０００円、施設入所中にあっては月額１万８，０００円を上限

とする。 

（助成金の申請等） 



 

第４条 事業の助成を申請する者は、対象者及び対象者の代理人としての後見人等（以

下「申請者」という。）とし、成年後見制度利用支援事業利用申請書（様式第１号）

に次に掲げる資料を添付のうえ、市長に提出しなければならない。 

(1) 報酬付与の審判決定書の写し 

(2) 登記事項証明書の写し 

２ 市長は、前項の申請があったときは、これを審査のうえ、助成の適否を決定し、

成年後見制度利用支援事業助成支給（不支給）決定通知書（様式第２号）により、

申請者に通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第５条 前条の助成の決定を受けた申請者は、当該決定された助成額を成年後見制度

利用支援事業助成金請求書（様式第３号）により市長に請求するものとする。 

（対象者死亡後の助成金の申請等） 

第６条 対象者が死亡した場合において、その者に支給すべき助成金で支給しなかっ

たものがあるときは、その者の後見人等であった者は、対象者が死亡した事実が確

認できる資料を添付して第４条の規定により申請することができる。この場合にお

いて、助成金の請求は、前条の規定を準用する。 

 

附 則 

この告示は、平成２０年４月２５日から施行し、平成２０年４月１日から適用する。 

附 則（平成２０年１２月２５日告示第１８８号） 

この告示は、平成２０年１２月２５日から施行する。 

附 則（平成３０年４月６日告示第６７号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（平成３１年２月１８日告示第１８号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（令和元年１０月２４日告示第６８号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（令和３年３月１６日告示第２４号） 

この告示は、告示の日から施行する。 

附 則（令和４年３月８日告示第２２号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月３１日告示第４８号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 


